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令和 8 年第 3 回（6 月）市議会定例会提出議案の概要 

 

                                 令和 8 年 5 月 

 

【提出議案数】 当初上程 報告 4 件 同意 1 件 承認 4 件 議案 7 件   計 16 件 

追加上程を予定 議案 2 件  

 

 

【議案の概要】（課名は提出議案の所管課） 

 

報告第 3 号 令和 7 年度一般会計繰越明許費繰越計算書について        ･･･財政課 

○ 令和 7年度において繰越明許費を設定した 20事業について、繰越計算書を報告するもの。 

事　業　名 翌年度繰越額（千円）

1 電子計算機処理事業費 13,970

2 物価高騰対策家計支援事業費 324,875

3 一般事業費（目：戸籍住民基本台帳費）（システム改修委託料） 6,061

4 住民税非課税世帯エアコン設置促進事業費 25,342

5 物価高対応子育て応援手当給付事業費 3,470

6 新基本計画実装・農業構造転換支援事業費 84,015

7 一般事業費（目：観光総務費）（初島整備工事費） 11,000

8 一般事業費（目：土木総務費）（土木事業負担金） 5,210

9 県事業土木工事負担金 8,001

10 道路改良事業費 144,700

11 橋梁長寿命化事業費 142,000

12 自然災害防止事業費 135,564

13 立地適正化計画改定事業費 3,817

14 公園管理費 12,422

15 南部地区小中一貫教育学校整備事業費 37,736

16 学校管理費（城南小学校長寿命化改修事業） 141,862

17 学校管理費（城南小学校空調設備整備事業） 46,409

18 学校管理費（湖南小学校駐車場用地整備事業） 1,848

19 ICT教育推進事業費 1,814

20 文化センター改修事業費 528,516

1,678,632計
 

 

報告第 4 号 令和 7 年度一般会計事故繰越し繰越計算書について        ･･･財政課 

○ 避け難い事由により令和 7 年度内の工事完了が困難になったため、事業費を繰り越したこ

とから、地方自治法施行令の規定により、事故繰越し繰越計算書を報告するもの。 
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事　業　名 翌年度繰越額（円）

1 学校管理費（諏訪西中学校空調設備整備事業） 50,444,945  

 

報告第 5 号 令和 7 年度下水道事業会計予算繰越計算書について        ･･･水道課 

○ 令和 7 年度において地方公営企業法第 26 条第 1 項の規定により、建設改良費の予算の一

部を繰り越したことから、同条第 3 項の規定により、繰越計算書を報告するもの。 

事　業　名 翌年度繰越額（千円）

1
令和7年度　諏訪市公共下水道　社会資本整備総合交付金事業　マンホー
ル鉄蓋取替工事

15,000

2 流域下水道建設費負担金 28,507

43,507計
 

 

報告第 6 号 専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額を定めるについて）･･･建設課 

○ 市道 23163 号線において、グレーチングの跳ね上がりにより車両を損傷した事故 

○ 市の過失を認め損害賠償をすることで相手方と示談が成立し専決処分したので、議会に報

告するもの。 

・ 事故の発生年月日  令和 7 年 7 月 4 日 

・ 事故の発生場所   高島一丁目 30 番 5 号付近 

・ 損害賠償額     754,817 円（市の過失割合 10 割） 

・ 和解の日      令和 8 年 5 月 8 日 

 

同意第 1 号 諏訪市等公平委員会委員の選任について             ･･･総務課 

○ 公平委員会委員 3 名のうち、関基氏が令和 8 年 6 月 7 日をもって任期が満了するため、公

平委員会委員を選任するにつき、地方公務員法の規定に基づいて議会の同意を求めるもの。 

 

承認第 3 号 専決処分の承認を求めるについて（令和 7 年度一般会計補正予算（第 11 号）） 

  ･･･財政課 

○ 令和 7 年度の起債額の確定に伴い、市債の変更を予算措置し専決処分したもの。なお、予

算総額には変更なし。 

・ 変更額の内訳 

（債）普通財産建物解体事業債 △2,000 千円 

（債）庁舎改修事業債 △5,900 千円 

（債）保育所改修事業債 △12,900 千円 

（債）ふれあいの家改修事業債 △400 千円 

（債）すわっこランド施設整備事業債 △100 千円 

（債）急傾斜地崩壊対策等事業債（県事業土木工事負担金） △600 千円 

（債）道路舗装新設修繕事業債 △4,600 千円 

（債）道路改良事業債 △200 千円 

（債）河川浚渫事業債 △100 千円 
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（債）自然災害防止事業債 △6,000 千円 

（債）内水排除ポンプ整備事業債 △100 千円 

（債）都市公園整備事業債 △7,400 千円 

（債）消防ポンプ自動車整備事業債 △6,900 千円 

（債）消防課棟改修事業債 △5,100 千円 

（債）緊急防災システム更新事業債 △3,100 千円 

（債）旧城北小学校解体事業債 △100 千円 

（債）文化センター改修事業債  9,600 千円 

（債）博物館改修事業債 △100 千円 

（債）元町体育館改修事業債  △800 千円 

（債）武道館解体事業債 700 千円 

合 計 △46,100 千円 

→地方交付税 46,100 千円で措置 

 

承認第 4 号 専決処分の承認を求めるについて（市税条例の一部改正について） ･･･税務課 

○ 地方税法等の一部を改正する法律（令和 8 年法律第 2 号）が令和 8 年 3 月 31 日に公布さ

れ、原則として 4 月 1 日から施行されたことに伴い、関係条例の一部に所要の改正を行う

ため専決処分したもの。 

○ 個人市民税関係 

・ 公的年金等受給者の扶養親族等申告書に係る見直し（令和 9 年 1 月 1 日施行） 

所得税において扶養親族等申告書の提出が不要な場合であっても、個人市民税におい

て扶養親族等の必要な情報が得られるよう提出義務の範囲を拡大する。 

・ 特定暗号資産取引に係る課税の見直し（金融商品取引法及び資金決済に関する法律の

一部を改正する法律（令和 8 年法律第 号）の施行の日の属する年の翌々年の 1 月 1

日施行） 

個人市民税の所得割の納税義務者が特定暗号資産を譲渡した場合における事業所得、

譲渡所得及び雑所得について、他の所得と分離して 100 分の 3 の税率により当該所得

割を課す。 

○ 固定資産税関係 

・ バリアフリー改修が行われた特別特定建築物に係る特例措置の拡充（令和 8 年 4 月 1

日施行） 

対象建築物を特別特定建築物全般とする等の見直しを行い、減額率を参酌基準どおり

3 分の 1 とする。 

・ 固定資産税の免税点の見直し（令和 9 年 4 月 1 日施行） 

物価指数等が上昇していることを踏まえ、固定資産税が課税されない課税標準額を、

家屋については 30 万円（現行：20 万円）に、償却資産については 180 万円（現行：

150 万円）とする。 

・ 地方税法等の一部改正に合わせた項ずれ等に伴う改正。 

○ 軽自動車税関係（令和 8 年 4 月 1 日施行） 

・ 環境性能割の廃止 
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令和 8 年 3 月 31 日をもって環境性能割が廃止されたことに伴い、条文を廃止する。

種別割の名称を軽自動車税に変更する。 

 

承認第 5 号 専決処分の承認を求めるについて（都市計画税条例の一部改正について） 

･･･税務課 

○ 地方税法等の一部を改正する法律（令和 8 年法律第 2 号）が令和 8 年 3 月 31 日に公布さ

れ、原則として 4 月 1 日から施行されたことに伴い、関係条例の一部に所要の改正を行う

ため専決処分したもの。 

・ バリアフリー改修が行われた特別特定建築物に係る特例措置の拡充（令和 8 年 4 月 1

日施行） 

対象建築物を特別特定建築物全般とする等の見直しを行い、減額率を参酌基準どおり

3 分の 1 とする。 

・ 地方税法等の一部改正に合わせた項ずれに伴う改正。 

 

承認第 6 号 専決処分の承認を求めるについて（国民健康保険税条例の一部改正について） 

  ･･･市民課 

○ 地方税法施行令等の一部を改正する政令（令和 8 年政令第 83 号）が令和 8 年 3 月 31 日に

公布され、4 月 1 日から施行されたことに伴い、関係条例の一部に所要の改正を行うため

専決処分したもの。 

・ 国民健康保険税に係る課税限度額の見直し 

基礎課税額に係る課税限度額を 67 万円（現行：66 万円）に引き上げる。 

・ 国民健康保険税の子ども・子育て支援納付金課税額に係る課税限度額の創設 

子ども・子育て支援納付金課税額に係る課税限度額を 3 万円とする。 

・ 国民健康保険税の減額対象となる所得基準の見直し 

5 割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき

額を 31 万円（現行：30.5 万円）に引き上げる。 

2 割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき

額を 57 万円（現行：56 万円）に引き上げる。 

・ 低所得者に係る減額及び出産被保険者に係る減額の見直し 

18 歳以上被保険者均等割額を対象に追加する。 

・ 18 歳未満被保険者につき算定した子ども・子育て支援納付金課税額の減額 

子ども・子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額を減額する。 

 

議案第 28 号 諏訪市行政手続条例の一部改正について            ･･･総務課 

○ デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法等の

一部を改正する法律（令和 5 年法律第 63 号）の施行に伴い、聴聞等の通知に係る公示送達

について、電子掲示場等デジタルによる閲覧等を可能とするため、本条例の一部に所要の

改正を行うもの。 

・ 施行日 公布の日 
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議案第 29 号 諏訪市手数料徴収条例の一部改正について          ･･･都市計画課 

○ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 97 条の 2 の規定による建築主事及び特定行政庁

を令和 8 年 9 月 30 日に廃止することに伴い、同法及び関連する法令に係る申請に対する

審査業務が終了するため、本条例の一部に所要の改正を行うもの。 

・ 施行日 令和 8 年 10 月 1 日 

 

議案第 30 号 諏訪市温泉・温水利用型健康運動施設条例の一部改正について ･･･健康推進課 

○ 諏訪市温泉・温水利用型健康運動施設「すわっこランド」の使用料について、昨今の物価

高騰等による管理運営経費の増加に加え、今後の施設改修や維持管理に多額の経費が見込

まれることから、持続可能な施設運営を図るため、諏訪市温泉・温水利用型健康運動施設

使用料検討委員会からの答申に基づき、本条例の使用料に係る規定の改正を行うもの。 

・ 施行日 令和 9 年 4 月 1 日 

 

議案第 31 号 諏訪市下水道条例の一部改正について              ･･･水道課 

○ 下水道使用料について、人口減少に伴う収入減少に加え、昨今の物価高騰等による維持管

理経費等の増加により、厳しい経営状況にあることから、持続可能な下水道事業の経営を

図るため、諏訪市公営企業運営審議会からの答申に基づき、本条例の使用料に係る規定の

改正を行うもの。 

・ 施行日 令和 8 年 10 月 1 日 

 

議案第 32 号 諏訪市総合計画基本構想の計画期間の変更について      ･･･企画政策課 

○ 諏訪市議会基本条例（平成 30 年諏訪市条例第 31 号）及び諏訪市総合計画条例（令和 2 年

諏訪市条例第 1 号）の規定に基づき、第六次諏訪市総合計画基本構想の計画期間を 1 年延

長するにつき議会の議決を求めるもの。 

 

議案第 33 号 令和 8 年度一般会計補正予算（第 1 号）              ･･･財政課 

○ 補正額 697,191 千円  累計額 26,497,191 千円 

・ 補正額の一般財源所要額 326,732 千円 繰越金で措置 

【款別補正内容】 

○ 総務費 302,100 千円 

・一般事業費（目：財産管理費）  300,000 千円 

財政調整基金積立金 

・一般事業費（目：財産管理費） 

   【債務負担行為】公共施設 LED 照明借上料 限度額：1,100,000 千円 

           期間：令和 8 年度～令和 20 年度   

・一般経費（目：地域戦略費）  2,100 千円 

（公財）長野県市町村振興協会の地域活動助成事業の採択に伴う補助金 

【特定財源】（諸）地域活動助成金 2,100 千円 

○ 民生費 36,144 千円 
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・介護予防・日常生活支援総合事業費  506 千円 

  令和 8 年度介護報酬改定に伴う地域包括支援システム改修委託料 

・生活保護措置費追加給付事業費  35,638 千円 

最高裁判決に伴う生活扶助費等の追加給付に係る事業費 

【特定財源】（国）生活保護費負担金（3/4） 24,120 千円 

（国）生活困窮者就労準備自立支援事業費等補助金 3,478 千円 

○ 農林水産業費 33,404 千円 

・地域農業経営基盤強化促進計画推進事業費  5,400 千円 

   地域の中核となって農地を引き受ける担い手の経営改善に必要な農業用機械・施設の

導入を支援するための補助金 

【特定財源】（県）地域農業構造転換支援事業補助金（10/10） 5,400 千円 

・新基本計画実装・農業構造転換支援事業費  28,004 千円 

   農業の構造転換の実現に向け、老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化の促進を

支援するための補助金 

【特定財源】（県）新基本計画実装・農業構造転換支援事業補助金（10/10） 

                                 28,004千円 

○ 商工費 241,000 千円 

・一般事業費（目：商工業振興費）【財源振替】 

【特定財源】（県）地域発元気づくり支援金 519 千円 

・物価高騰対策中小企業等支援事業費  41,000 千円 

市内の需要喚起や消費を下支えするため、「事業者間の取引を支援する地域応援券事業」

に係る事業費 

【特定財源】（国）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 41,000 千円 

・商工業貸付金  200,000 千円 

   中小企業向け低利融資制度の各金融機関への預託金について、世界情勢の不安定化に

よる市内企業の資金需要の高まりを受けて不足する預託金の増額 

【特定財源】（諸）諏訪市中小企業振興資金預託金返還金 200,000 千円 

・SUWA クリエイティブシティ化戦略事業費【財源振替】 

【特定財源】(県)地域発元気づくり支援金 1,498 千円 

○ 土木費 78,125 千円 

・道路舗装新設修繕事業費  10,000 千円 

市内要望箇所視察による道水路等修繕工事費の増額 

【特定財源】（債）道路舗装新設修繕事業債 10,000 千円 

・道路改良事業費  18,000 千円 

市内要望箇所視察による道路新設改良工事費の増額 

    【特定財源】（債）道路改良事業債 18,000 千円 

・橋梁長寿命化事業費  5,545 千円 

  県の橋梁定期点検業務積算基準等の改訂による委託料の増額 

・自然災害防止事業費  30,000 千円 

市内要望箇所視察による河川改良工事費の増額 
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    【特定財源】（債）自然災害防止事業債 30,000 千円 

・市単河川改修事業費  6,000 千円 

   市内要望箇所視察による河川改修工事費の増額 

・公園管理費  8,580 千円 

  立石公園のオーバーツーリズム対策のための公園駐車場の増設に係る設計委託料 

      【特定財源】（国）観光地面的受入環境整備促進事業補助金 4,290 千円 

○ 消防費 3,600 千円 

・災害用備蓄事業費  3,600 千円 

避難所で使用する自動ラップ式簡易トイレ及び非常用圧縮毛布の購入費 

【特定財源】（国）地域未来交付金 1,550 千円 

       （諸）防災倉庫設置等助成金 500 千円 

○ 教育費 2,818 千円 

・公民館分館整備費補助金  2,818 千円 

中洲地区公民館上金子分館大規模改修工事、小和田地区公民館杉菜池分館バリアフリ 

ー化改修工事及び湖南地区公民館大熊分館バリアフリー化改修工事に係る補助金 

・文化センター改修事業費 

   【債務負担行為】文化センター改修事業（大規模改修工事費）（その４） 

           限度額：223,000 千円 

期間：令和 8 年度～令和 9 年度  

 

議案第 34 号 令和 8 年度下水道事業会計補正予算（第 1 号）          ･･･水道課 

○ 補正額 

・収益的収入 営業収益（下水道使用料） 

補正額 61,676 千円   累計額 2,049,334 千円 

・収益的支出 営業外費用（消費税及び地方消費税） 

  補正額  5,607 千円   累計額 2,052,856 千円 

・下水道使用料改定に伴う収益の増額及び収入増に伴う消費税及び地方消費税の増額 

 

 

 

【追加上程の予定】 

議案第 35 号 工事請負契約をするについて                  ･･･財政課 

○ 旧東洋バルヴ諏訪工場建屋の解体工事について、請負業者と契約を締結するに当たって、

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和 39 年諏訪市条例

第 12 号）の規定に基づき、議会の議決を求めるもの。 

 

議案第 36 号 工事請負契約をするについて                  ･･･財政課 

○ 旧諏訪市立城北小学校の解体工事について、請負業者と契約を締結するに当たって、議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和 39 年諏訪市条例第 12

号）の規定に基づき、議会の議決を求めるもの。 


